
様式第１号(第４条関係)
	産業廃棄物処理施設(最終処分場)
設置事前協議申出書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　申出者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL
　　産業廃棄物処理施設（最終処分場）を設置したいので、産業廃棄物の最終処分場に関す
　る指導要綱第４条第１項の規定により、協議を申し出ます。

	施設の種類
	 　最終処分場

	設置場所
	

	施設の面積、容量
	                         ㎡
	                   　　   ㎥

	処理する廃棄物
	種　　　　　　　類
	処　　分　　量

	
	
	 　　　　　　　　 　　m3／月　

	処理方式の概要等
	

	設備の構造の概要
	

	浸出液の処理方法
	

	放
流
水
	水質及び水量
	

	
	放流方法
	

	
	放流先の概況
	

	着　工　年　月　日
	
	使用開始予定年月日
	


様式第２号(第４条関係)
	産業廃棄物処理施設(最終処分場)
設置変更事前協議申出書
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
 　　　　　　　　　　　　様
 　　　　　　　　　　　　　　　申出者　住所
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL
 　産業廃棄物処理施設（最終処分場）の変更をしたいので、産業廃棄物の最終処分場に関
 する指導要綱第４条第１項の規定により、協議を申し出ます。

	施設の種類
	 最終処分場

	設置場所
	

	協議通知年月日
	

	変更の内容
	

	変更の理由
	

	工事着工年月日
	

	使用開始予定
年　 月　 日
	

	その他必要な事項
	


様式第３号(第５条関係)
産業廃棄物処理施設最終処分場設置協議結果通知書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　年　　月　　日付けで申し出のあった、産業廃棄物の処理施設最終処分場設置（変
更）事前協議については、産業廃棄物の最終処分場に関する指導要綱第５条第２項の規定に基づき、
下記のとおり通知します。

様式第４号(第９条関係)
	産業廃棄物処理施設(最終処分場)
設置廃止届出書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　届出者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL
　　産業廃棄物処理施設（最終処分場）の設置を廃止するので、産業廃棄物の最終処分場に
　関する指導要綱第９条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。

	施設の種類
	 最終処分場

	設置場所
	

	協議通知年月日
	

	廃止年月日
	

	廃止の理由
	

	廃止時の土地の
状況と廃止に伴う
今後の措置
	

	その他参考と
なるべき事項
	


様式第５号(第10条関係)
	産業廃棄物処理業者等事項変更届出書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　届出者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL
　　産業廃棄物処理業者等の事項内容を変更したので、産業廃棄物の最終処分場に関する指
　導要綱第10条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。

	

	施設の種類
	　最終処分場

	設置場所
	

	協議通知年月日
	

	変更をした内容
	

	新事項
	

	旧事項
	

	その他
	


様式第６号(第11条)
	産業廃棄物処理施設(最終処分場)
工事着手届
                    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
                    　　　様
                    　　　　　　届出者　住所
                    　　　　　　　　　　氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL
　　産業廃棄物処理施設（最終処分場）の工事に着手したので、産業廃棄物の最終処分場に
　関する指導要網第11条の規定により、次のとおり届け出ます。

	施設の種類
	　最終処分場

	設置場所
	

	協議通知年月日
	

	工事着手年月日
	

	工事完了年月日
	

	工
事
施
工
者
	住　　　所
	                         TEL

	
	氏　　　名
	

	
	連 絡 先
	

	その他参考と
なるべき事項
	


様式第７号(第11条関係)
	産業廃棄物処理施設(最終処分場)
工事完了届
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　届出者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL
　　産業廃棄物処理施設（最終処分場）の工事が完了したので、産業廃棄物の最終処分場
　関する指導要綱第11条の規定により、次のとおり届け出ます。

	施設の種類
	 　最終処分場

	設置場所
	

	協議通知年月日
	

	工事着手年月日
	

	工事完了年月日
	

	工
事
施
工
者
	住　　　所
	                          TEL

	
	氏　　　名
	

	
	連 絡 先
	

	その他参考と
なるべき事項
	


別 表（第４条関係）
添　付　図　書
１．事業実施工程表
　　　環境保全対策工事着手、同工事完了、処理行為開始、その他事業の実施に関する工程
２．位置図 (1/10,000～1/25,000)
　　　方位、処理区域、道路、鉄道、河川等の状況
３．土地整理図 (1/500～1/1,000)
　　　方位、地番、地目、所有者（処理計画区域を赤線で囲む。）
４．現況平面図 (1/500～1/1,000)
　　　方位、処理区域、土地の地形及び形状、周辺の道路及び河川の状況、並びに公共施設及び公
　　益施設の状況
　　　地質及び地下水の状況を明らかにする図書
５．処理施設、工作物計画平面図 (1/500～1/1,000)
　　　処理施設、工作物の位置、記号又は番号、種類、形状、延長水処理施設流れ図
６．集排水計画平面図 (1/500～1/1,000)
　　　集排水区境界、集排水区域の番号及び面積、集排水施設の位置、種類、規模
７．構造物詳細図 (1/20～1/50)
　　　各種構造物詳細、構造物の安定計算書、流量計算書、水処理施設詳細図、縦断面図、横断面
　　図
８．土地利用計画平面図 (1/500～1/1,000)
　　　処理区域、造成等の箇所、各種施設の名称、位置及び規模、各種構造物の名称及び位置並び
　　に道路、河川、水路の位置及び幅員、跡地利用計画図
９．公害防止計画
　　　防音、防臭、防塵、流末排水対策、環境保全対策等
10. 防災計画図書
　　　洪水調整、交通安全、火災予防
11. 許認可に関する事項
　　　産業廃棄物処理業の許可証の写し、他法による許認可、又は届出の必要のある場合はその旨
　　の記載、又は許認可証の写し

12. 承諾書等書類
　　　関係地区住民の同意書及び協定書の写し
　　　隣地所有者の承諾書の写し
　　　所有者及び第三者の権利の設定を証する書類
13. その他市長が指示した図書

産業廃棄物の最終処分場に関する指導基準
　産業廃棄物の最終処分場に関する指導要綱第５条第２項に規定する指導基準は、次のとおりとする。
第１ 立地基準
　１．最終処分場計画地の基準は、次による。
　　(1) 処理区画・・・・・・最終処分場として利用する一団の土地
　　(2) 隣　　地・・・・・・最終処分場に境界を接する他人所有の土地
　　(3) 他人所有の土地・・・最終処分場が設置される土地の所有者以外で、公共団体を除いた私

　　　　　　　　　　　　　　人（法人等を含む。）の所有地
第２ 計画基準
　１．現存する植生、生息する動物、特異な地形、地質等の自然環境の保全について適切な措置が
　　講ぜられるものであること。
　２．工事中における汚濁水の流出防止、騒音、振動の発生防止、土砂の運搬に伴う粉じんの発生
　　防止等の公害の防止について必要な措置が講ぜられるものであること。
　３．工事中の土砂の流出防止、構造物の崩壊防止等災害の防止について必要な措置が講ぜられる

　　ものであること。
  ４．消火栓、防火水槽等を設置し火災の予防に配慮すること。
　５．現在又は将来の公用又は公共施設に支障をきたす恐れがないものであること。
第３　埋立処理基準
　１．最終処分場の構造及び維持管理基準は次による。
   (1) 廃棄物は中空の状態でなく、おおむね径15センチメートル以下に破砕、切断又は溶融加工
　　 の後埋立処分とする。
   (2) 埋立を終了した最終処分地（又は区画）は、その表面を土砂で50センチメートル以上覆う
     こと等により開口部を閉鎖すること。
   (3)その他、静岡県産業廃棄物最終処分場の構造等に関する指導要綱に準ずること。
第４ 環境基準
　１．産業廃棄物の埋立処理をしようとする場合は、生活環境保全のため、あらかじめ、次の環境
    調査を実施し、かつ影響につき対策を講じること。
　　(1) 計画地周辺の水質の調査
　　(2) 計画地下流に井戸がある場合はその水質の調査
　　(3) 計画地下流に水田等農耕地がある場合は、その水利、作物等の影響と対策
　　(4) 計画地周辺に住家等がある場合は、埋立処理による臭気の影響と対策
　　(5) 産業廃棄物の搬入及び処理作業による騒音の調査と対策
　　(6) 地下水脈の有無、位置の確認及び浸出水の防止対策
　　(7) その他必要と認められる調査及び対策
第５ その他
１．その他法令に基づく許認可の基準に適合するものであること。

産業廃棄物の最終処分場に関する協定書
　下 田 市（以下 甲 という。）と申出者　　　　　　　　　　（以下 乙 という。）及び保証人
　　　　　　　　　（以下 乙 という。）は、地域の秩序ある土地利用と住民の生活環境及び公衆
衛生の保全を確保するとともに、良好な自然環境の確立を図るため、産業廃棄物の最終処分場に関
する指導要綱（以下 指導要綱 という。）第８条の規定により次のとおり協定を締結する。
　（総　則）
第１条　乙は、　　　　　　　　　　　　　　　　　で計画をしている産業廃棄物の最終処分場に
　ついて、関係する法令を遵守するほか、指導要綱を確実に履行し、積極的に地域の秩序ある土地
　利用に協力し、環境保全と公害の防止を図るものとする。
　（事故等の対策）
第２条　乙は、その埋立処理により環境の保全、公害等に関する事故が発生した場合又はその恐れ
　のある場合は、直ちにその内容を甲に報告するものとする。
２　前項において、甲は必要と認めるときは、乙に対し、その埋立処理の一部又は全部の中止を指
　示することができる。
　（損害の補償及び紛争処理）
第３条　乙は、その埋立処理による災害若しくは公害の発生、又は環境の破壊に伴う諸問題につい
　て、全責任を負うものとする。
　（環境の美化及び環境質の向上）
第４条　乙は、その最終処分場及びその周辺地域の環境美化に努め、積極的に環境質の向上に努め
　るものとする。
　（立入調査）
第５条　甲は、指導要綱に関連する事項について必要があると認めるときは、甲の職員に乙の最終
　処分場に立入調査をさせることができる。
　（埋立処理の中止及び取りやめ）
第６条　乙は、開始した埋立処理を中止又は取りやめた場合は、甲の指示する期間内に災害防止工
　事、植生回復工事及びその他甲が特に定める工事を施行するものとする。
２　前項の規定により、乙が甲の指示する工事を施行しない場合において、甲が指示する期間内に
　災害防止工事、植生回復工事その他特に甲が定める工事に対する施行義務を負うものとする。
　（補　則）
第７条　この協定に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、その都度甲と乙が協議して
　定める。

　この協定の締結を証するため、この証書３通を作成し、当事者記名押印のうえ、各自１通を保有
するものとする。
　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乙
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　丙



































































